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業況判断図（業種ごとの業況を表情図で示しました。） 

前 期 今 期 来 期 時期

業種 H20 年 

1～3月 

H20 年 

4～6月 

H20 年 

7～9月 

製 造 業    

卸 売 業    

小 売 業    

飲 食 業    

サービス業    

建 設 業    

不動産業    

農 業    

Ⅰ 今 期（平成２０年４～６月期） 

１．今期の業況判断Ｄ.Ｉ.は▲５４.８と前期（平成

２０年１月～３月期）▲４８.２に比べ６.６ポイ

ント悪化。 

２．サービス業、農業、小売業で改善が見られたも

のの、不動産業で横這い、飲食業、建設業、製

造業、卸売業で悪化。地域内の業況は依然とし

て厳しい状況。 

Ⅱ 来 期（平成２０年７～９月期） 

１．来期の業況判断Ｄ.Ｉ.は▲５３.１と今期▲５

４.８に比べ１.７ポイント改善予想。 

２．不動産業、卸売業、製造業でポイント悪化する

も、飲食業、サービス業で横這い、農業、建設

業、小売業では若干の改善予想となっているも 

のの依然として厳しい状況は変わらず。 

全 業 種

   

 
  
        

 

調 査 概 要  
調 査 目 的 郡上市・下呂市・高山市・大野郡白川村の当金庫取引先を中心とした景気動向 

調 査 対 象 当金庫取引先   ２３５先 

 （郡上市２０２社 下呂市１９社 高山市・大野郡白川村１４社） 

調 査 時 期 平成２０年４月１日～６月３０日 

調 査 時 点 平成２０年６月２５日時点 

回 収 状 況 配付数  ２３５先（うち回収数１７７先） 回収率  ７５．３％ 

調 査 項 目 (1)業況判断  (2)売上高・受注額  (3)採算水準  (4)資金繰り   

 (5)製品(商品)在庫 (6)設備投資 (7)経営上の問題点 (8)業況の回復時期 

補 足 調 査 製造業、小売業の「売上高」「受注額」「業況判断」の前年同期との比較 

参 考 資 料 有効求人倍率について 

・アンケート項目毎の増加（上昇・好転等）企業割合と減少(低下・悪化等)企業割

合の差による数値判断…Ｄ.Ｉ.(ディフュージョン・インデックス) 

・数値のほかグラフも掲載致しました。 

・比率に関しては小数点第 2位を四捨五入しております。 

・建設業に関しては、「売上、受注」項目において「受注」として別掲扱いとして

おります。 

      

きわめて不振 不 振 やや不振 まあまあ 好 調 特に好調
DI<▲30 ▲30≦DI<▲15 ▲15≦DI<0 0≦DI<15 15≦DI<30 30≦DI 

＜業況判断＞ 

調査方法並び

に注意事項 
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全業種の業況判断Ｄ.Ｉ.（良い－悪い）は、今期（平成２０年４～６月期）▲５４.

８と前期(平成２０年１～３月期)に比べ６.６ポイント悪化となりました。業種別では、

サービス業で４２.８ポイント、農業で３０.０ポイント、小売業で４.８ポイント改善が

見られたものの、不動産業で横這い、飲食業、建設業、製造業、卸売業で悪化となりま

した。地域内の業況は依然として厳しい状況が続いています。 

 来期（平成２０年７～９月期）の業況判断見通しは、不動産業、卸売業、製造業で悪

化の見通しですが、農業では改善の見通し、飲食業、サービス業で横這い、建設業、小

売業では僅かながら改善するものの依然厳しい状況に変わりはありません。その結果、

予想業況判断Ｄ.Ｉ.は▲５３.１と１.７ポイントの改善予想となっています。 

業況判断ＤＩ（全業種） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
   
  
 

 

業況判断  (%) 

H20年1月～3月(前期) H20年4月～6月(今期) これから３ヵ月間の見通し 
業  種 

良い 良悪なし 悪い ＤＩ 良い 良悪なし 悪い ＤＩ 良い 良悪なし 悪い ＤＩ

製 造 業 22.8 29.8 47.4 ▲24.6 16.0 24.0 60.0 ▲44.0 12.0 30.0 58.0 ▲46.0

卸 売 業 21.4 14.3 64.3 ▲42.9 14.3 14.3 71.4 ▲57.1 7.1 14.3 78.6 ▲71.5

小 売 業 3.8 26.4 69.8 ▲66.0 6.1 26.5 67.3 ▲61.2 2.0 40.8 57.1 ▲55.1

飲 食 業 0.0 42.9 57.1 ▲57.1 0.0 15.4 84.6 ▲84.6 0.0 15.4 84.6 ▲84.6

サ ー ビ ス 業 0.0 28.6 71.4 ▲71.4 21.4 28.6 50.0 ▲28.6 21.4 28.6 50.0 ▲28.6

建 設 業 8.3 37.5 54.2 ▲45.9 7.4 18.5 74.1 ▲66.7 7.4 25.9 66.7 ▲59.3

不 動 産 業 16.7 33.3 50.0 ▲33.3 16.7 33.3 50.0 ▲33.3 0.0 50.0 50.0 ▲50.0

農 業 0.0 20.0 80.0 ▲80.0 25.0 0.0 75.0 ▲50.0 50.0 0.0 50.0 0.0

全 業 種 11.2 29.4 59.4 ▲48.2 11.3 22.6 66.1 ▲54.8 8.5 29.9 61.6 ▲53.1

１．業況判断  

（注）「全国」「東海」は日銀短観、「岐阜県」は国民生活金融公庫岐阜支店による。
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（１）売上 

  建設業を除く売上額判断Ｄ.Ｉ.（増加－減少）は、今期２７.６と前期１８.８に比べ

８.８ポイント改善となりました。業種別では、農業、製造業、サービス業、小売業で改

善をみた一方、卸売業で横這い、飲食業、不動産業で悪化となりました。 

 来期の見通しは、製造業で４.０ポイント悪化、飲食業、農業で横這い、卸売業、不動

産業、小売業、サービス業で改善の見通しとなっており、その結果、予想売上判断Ｄ.

Ｉ.は４２.４と今期より１４.８ポイントの改善予想となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売上                                    (%) 

H20年1月～3月(前期) H20年4月～6月(今期) これから３ヵ月間の見通し 
業  種 

増 加 減 少 Ｄ Ｉ 増 加 減 少 Ｄ Ｉ 増 加 減 少 Ｄ Ｉ 

製  造  業 54.4 45.6 8.8 64.0 36.0 28.0 62.0 38.0 24.0

卸  売  業 50.0 50.0 0.0 50.0 50.0 0.0 78.6 21.4 57.2

小  売  業 49.1 50.9 ▲1.8 51.0 49.0 2.0 65.3 34.7 30.6

飲  食  業 64.3 35.7 28.6 46.2 53.8 ▲7.6 46.2 53.8 ▲7.6

サ ー ビ ス 業 50.0 50.0 0.0 57.1 42.9 14.2 71.4 28.6 42.8

不 動 産 業 100.0 0.0 100.0 83.3 16.7 66.6 100.0 0.0 100.0

農     業 20.0 80.0 ▲60.0 75.0 25.0 50.0 75.0 25.0 50.0

全  業  種 59.4 40.6 18.8 63.8 36.2 27.6 71.2 28.8 42.4

２．売上・受注 

売上  Ｄ I
（全業種）
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（２）受注 

建設業（建築工事１９先、土木工事１２先）の受注判断Ｄ.Ｉ.（増加－減少）は、今

期２６.０と前期３３.４に比べ７.４ポイント悪化となりました。 

  来期の見通しは、土木工事で３３.４ポイント、建築工事で１３.４ポイントの改善見

通しとなっており、来期の予想受注高判断Ｄ.Ｉ.は４８.２と今期より２２.２ポイント

の改善予想となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受注                                           (%) 

H20年1月～3月(前期) H20年4月～6月(今期) これから３ヵ月間の見通し 
業  種 

増 加 減 少 Ｄ Ｉ 増 加 減 少 Ｄ Ｉ 増 加 減 少 Ｄ Ｉ 

建設業( 受注 ) 66.7 33.3 33.4 63.0 37.0 26.0 74.1 25.9 48.2

 

受注  Ｄ I
（建設業）
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  全業種の採算水準判断Ｄ.Ｉ.（黒字－赤字）は、今期▲１７.６と前期▲１０.２に比

べ７.４ポイント悪化し、調査開始以来最も低い水準となりました。業種別では、不動産

業、農業、小売業で改善となりましたが、飲食業、卸売業、サービス業、建設業、製造

業で悪化となりました。 

今回、採算水準で赤字と回答された先にその原因をお聞きしたところ、不動産業、建

設業、小売業で売上の減少が大きな要因との回答でした。一方、原材料の高騰等による

コスト増が大きな要因と回答された先は、農業、飲食業、サービス業でした。 

  来期の見通しは、小売業、飲食業で悪化見通しとなっていますが、不動産業、農業で

横這い、卸売業、建設業、サービス業、製造業で改善する見通しとなっており、その結

果、予想採算水準判断Ｄ.Ｉ.は▲１３.０と４.６ポイントの改善予想となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採算水準  (%) 

H20年1月～3月(前期) H20年4月～6月(今期) これから３ヵ月間の見通し 
業  種 

黒字 収支ﾄﾝﾄﾝ 赤字 ＤＩ 黒字 収支ﾄﾝﾄﾝ 赤字 ＤＩ 黒字 収支ﾄﾝﾄﾝ 赤字 ＤＩ

製  造  業 26.3 50.9 22.8 3.5 20.0 52.0 28.0 ▲8.0 18.0 58.0 24.0 ▲6.0

卸  売  業 14.3 50.0 35.7 ▲21.4 21.4 21.4 57.1 ▲35.7 14.3 57.1 28.6 ▲14.3

小  売  業 18.9 49.1 32.1 ▲13.2 20.4 49.0 30.6 ▲10.2 18.4 49.0 32.7 ▲14.3

飲  食  業 7.1 57.1 35.7 ▲28.6 7.7 38.5 53.8 ▲46.1 0.0 53.8 46.2 ▲46.2

サ ー ビ ス 業 21.4 50.0 28.6 ▲7.2 14.3 50.0 35.7 ▲21.4 14.3 64.3 21.4 ▲7.1

建  設  業 12.5 58.3 29.2 ▲16.7 3.7 63.0 33.3 ▲29.6 14.8 55.6 29.6 ▲14.8

不 動 産 業 16.7 83.3 0.0 16.7 50.0 33.3 16.7 33.3 33.3 66.7 0.0 33.3

農     業 0.0 40.0 60.0 ▲60.0 0.0 50.0 50.0 ▲50.0 0.0 50.0 50.0 ▲50.0

全  業  種 18.7 52.4 28.9 ▲10.2 16.9 48.6 34.5 ▲17.6 15.8 55.4 28.8 ▲13.0

 

３．採算水準  

採 算 水 準 Ｄ Ｉ
（全業種）
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全業種の資金繰り判断Ｄ.Ｉ.（好転－悪化）は、今期▲２５.４と前期▲２１.３に比

べ４.１ポイントの悪化と、調査開始以来最も低い水準となりました。業種別では、小売

業、建設業で改善となりましたが、卸売業で横這い、不動産業、飲食業、製造業、サー

ビス業、農業で悪化となりました。 

  来期の見通しは、飲食業、建設業、不動産業で横這いとなる見通しですが、農業、サ

ービス業、小売業、卸売業、製造業で改善する見通しとなっており、その結果、予想資

金繰り判断Ｄ.Ｉ.は▲１９.８と５.６ポイントの改善予想となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金繰り (%) 

H20年1月～3月(前期) H20年4月～6月(今期) これから３ヵ月間の見通し 
業  種 

好転 不変 悪化 ＤＩ 好転 不変 悪化 ＤＩ 好転 不変 悪化 ＤＩ 

製  造  業 8.8 68.4 22.8 ▲14.0 4.0 70.0 26.0 ▲22.0 4.0 74.0 22.0 ▲18.0

卸  売  業 14.3 42.9 42.9 ▲28.6 7.1 57.1 35.7 ▲28.6 7.1 64.3 28.6 ▲21.5

小  売  業 3.8 64.2 32.1 ▲28.3 2.0 71.4 26.5 ▲24.5 2.0 79.6 18.4 ▲16.4

飲  食  業 0.0 71.4 28.6 ▲28.6 7.7 38.5 53.8 ▲46.1 7.7 38.5 53.8 ▲46.1

サ ー ビ ス 業 7.1 64.3 28.6 ▲21.5 0.0 71.4 28.6 ▲28.6 7.1 71.4 21.4 ▲14.3

建  設  業 4.2 62.5 33.3 ▲29.1 7.4 59.3 33.3 ▲25.9 11.1 51.9 37.0 ▲25.9

不 動 産 業 33.3 66.7 0.0 33.3 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

農     業 0.0 80.0 20.0 ▲20.0 0.0 75.0 25.0 ▲25.0 25.0 50.0 25.0 0.0

全  業  種 7.0 64.7 28.3 ▲21.3 4.0 66.7 29.4 ▲25.4 5.6 68.9 25.4 ▲19.8

４．資金繰り  

資 金 繰 り Ｄ Ｉ
（全業種）

▲ 25.4
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製品（商品）在庫判断Ｄ.Ｉ.（不足－過大）は、製造業で▲１８.６と９.１ポイント

悪化となりましたが、卸売業で▲１４.３と７.１ポイント、小売業で▲１４.６と５.０

ポイントそれぞれ改善となりました。 

  製造業は在庫不足と感じている割合が低下し、過大と感じている割合が上昇していま

す。卸売業は過大感は前期と同水準となっていますが、不足感は上昇し、適正感は低下

しています。小売業は不足感、過大感が低下し、適正感が上昇しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

製品(商品)在庫  (%) 

H20年1月～3月(前期) H20年4月～6月(今期) 
業  種 

不 足 適 正 過 大 Ｄ Ｉ 不 足 適 正 過 大 Ｄ Ｉ 

製  造  業 9.4 71.7 18.9 ▲9.5 7.0 67.4 25.6 ▲18.6

卸  売  業 14.3 50.0 35.7 ▲21.4 21.4 42.9 35.7 ▲14.3

小  売  業 13.7 52.9 33.3 ▲19.6 10.4 64.6 25.0 ▲14.6

 

５．製品(商品)在庫 

製品(商品)在庫ＤＩ

▲18.6
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  設備投資は今期「行った」とする割合は２３.７％と前期に比べ２.５ポイント低下し

ました。 

  今期の投資目的としては、「機械・設備の新・増設」、「機械・設備の更改」が１１件と

最も多く、続いて「事務機器」、「車輌」が６件、「事業用土地・建物」が５件、「その他」

３件の順となっています。 

  来期に設備投資を「行う」とする割合は１３.０％と今期より１０.７ポイント低下す

る見込みです。 
 

設備投資  (%) 
H20年1月～3月(前期) H20年4月～6月(今期) これから３ヵ月間の見通し 

業  種 
行 っ た 行わなかった 行 っ た 行わなかった 行  う 行わない 

製  造  業 35.1 64.9 34.0 66.0 16.0 84.0

卸  売  業 21.4 78.6 21.4 78.6 7.1 92.9

小  売  業 18.9 81.1 18.4 81.6 10.2 89.8

飲  食  業 14.3 85.7 7.7 92.3 7.7 92.3

サ ー ビ ス 業 7.1 92.9 28.6 71.4 14.3 85.7

建  設  業 37.5 62.5 18.5 81.5 14.8 85.2

不 動 産 業 33.3 66.7 50.0 50.0 33.3 66.7

農     業 40.0 60.0 0.0 100.0 0.0 100.0

全  業  種 26.2 73.8 23.7 76.3 13.0 87.0

投資目的 

H20年4月～6月(今期) これから３ヵ月間の見通し 
区   分 

件数 割合 件数 割合 

①事業用土地・建物 5 11.9 4 17.4 

②機械・設備の新・増設 11 26.2 4 17.4 

③機械・設備の更改 11 26.2 3 13.0 

④事務機器 6 14.3 2 8.7 

⑤車輌 6 14.3 8 34.8 

⑥その他 3 7.1 2 8.7 

合      計 42 100.0 23 100.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．設備投資  
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経営上の問題点（全業種）
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  売上の停滞・減少とする回答割合が４３.５％と最も多く、次に利幅の縮小が２６.６％、

その他９.６％、販売競争激化６.２％、問題なし４.０％と続き、景気見通しは依然後退

局面にある事を示しています。 

 今期も１、２、３位に順位の変動はありませんでした。内容としては、１位の「売上

の停滞・減少」は４３.５％（前期より０.４ポイント減少）と全業種で１位、また２位

の「利幅の縮小」は２６.６％（前期より２.５ポイント増加）と全業種で２位となって

おり、いずれも依然深刻な問題となっています。なお、不動産業では「売上の停滞・減

少」、「その他」が３３.３％と同率の１位となっています。 

経営上の問題点 (%) 

業  種 １    位 ２    位 ３    位 ４    位 ５    位 
製  造  業 売上の停滞・減少 40.0 利幅の縮小 28.0 人手不足 6.0 販売競争激化 6.0 問題なし 6.0

卸  売  業 売上の停滞・減少 85.7 利幅の縮小 7.1 問題なし 7.1     

小  売  業 売上の停滞・減少 38.8 利幅の縮小 28.6 販売競争激化 10.2 販売価格の不安定 10.2 設備狭小･老朽化 4.1
飲  食  業 売上の停滞・減少 61.5 利幅の縮小 15.4 その他 15.4 販売競争激化 7.7   

サ ー ビ ス 業 売上の停滞・減少 42.9 利幅の縮小 42.9 設備狭小･老朽化 7.1 問題なし 7.1   

建  設  業 売上の停滞・減少 37.0 その他 29.6 利幅の縮小 22.2 設備狭小･老朽化 3.7 販売競争激化 3.7
不 動 産 業 売上の停滞・減少 33.3 その他 33.3 利幅の縮小 16.7 販売競争激化 16.7   

農     業 利幅の縮小 75.0 その他 25.0       

全  業  種 売上の停滞・減少 43.5 利幅の縮小 26.6 その他 9.6 販売競争激化 6.2 問題なし 4.0

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 

 

区    分 17-1 2 3 4 18-1 2 3 4 19-1 2 3 4 20-1

売上の停滞・減少 46.6 47.2 40.1 40.3 46.1 37.1 38.1 40.0 43.8 38.4 42.3 43.9 43.5

利 幅 の 縮 小 20.5 21.1 22.2 24.3 20.4 22.4 27.4 18.8 20.6 27.0 20.3 24.1 26.6

そ の 他 6.3 － 6.0 － 5.4 11.8 10.7 11.8 9.8 8.6 8.8 8.6 9.6

販 売 競 争 激 化 5.7 9.4 9.0 6.1 － 7.1 7.1 5.9 6.2 － 6.0 7.0 6.2

特 に 問 題 な し － － － － － － － － － － － － 4.0

設備の狭小・老朽化 － － － － － － － － － － － 5.3 －

販売価格の不安定 9.1 5.6 9.6 7.7 9.6 6.5 6.0 9.4 8.2 8.1 － － －

人 手 不 足 － 5.0 － 6.1 4.8 － － － － 5.4 7.1 － －

工賃の値下要請 － － － － － － － － － － － － －

７．経営上の問題点 

※「－」は 6以下を示しています。

(%) 
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 業況の回復時期は、「平成２０年１０～１２月」が５.１％と最も多く、次いで「すで

に回復」、「平成２１年４月～９月」が２.８％となっております。 

 しかし「わからない」との回答が８４.７％と最も多く、依然として先行き不透明感が

強く出ています。 

業況の回復時期  (先、％) 

業  種 
回  答 

企業数 

すでに 

回  復 

平成20年

7～9月 

 

10～12月

平成21年

1～6月

 

4～9月 

 

10月以降 
わからない

製  造  業 50 6.0 0.0 4.0 2.0 2.0 2.0 84.0

卸  売  業 14 0.0 7.1 7.1 0.0 7.1 0.0 78.6

小  売  業 49 2.0 4.1 8.2 2.0 4.1 2.0 77.6

飲  食  業 13 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

サ ー ビ ス 業 14 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

建  設  業 27 3.7 0.0 7.4 0.0 0.0 0.0 88.9

不 動 産 業 6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

農     業 4 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0 50.0

全  業  種 177 2.8 1.7 5.1 1.1 2.8 1.7 84.7

 

 

 

製造業、小売業について「売上高」「受注額」「業況判断」の前年同期(第１四半期)との

比較調査を毎期実施しております。 

 製造業の「売上高」では、前年同期（回答数５９先）は“増加”“やや増加”の回答が３

３.９％（２０先）に対し、今期（回答数５０先）は３２.０％（１６先）と１.９ポイント

減少、「受注額」では同様３２.２％（１９先）に対 

し、２２.０％（１１先）と１０.２ポイント減少と

なっています。 

「業況判断」では前年同期は“かなり良い”“やや

良い”が２７.１％（１６先）に対して、今期は１２.

０％(６先)と１５.１ポイント減少となっています。 

 製造業は「業況判断」「売上高」「受注額」ともに

前年同期よりポイントが減少しています。 

 

 

 

＜製造業＞             (先、％) 

売  上  高 受  注  額 業 況 判 断 
区 分 

19年4～6月 20年4～6月 19年4～6月 20年4～6月
区 分 

19年4～6月 20年4～6月

①増    加 5 8.5 1 2.0 4 6.8 1 2.0 ①かなり良い 1 1.7 0 0.0

②やや増加 15 25.4 15 30.0 15 25.4 10 20.0 ②やや良い 15 25.4 6 12.0

③変 ら ず 23 39.0 14 28.0 20 33.9 18 36.0 ③良くも悪くもない 21 35.6 12 24.0

④やや減少 10 16.9 7 14.0 13 22.0 8 16.0 ④やや悪い 17 28.8 23 46.0

⑤減    少 6 10.2 13 26.0 7 11.9 13 26.0 ⑤かなり悪い 5 8.5 9 18.0

合    計 59 100.0 50 100.0 59 100.0 50 100.0 合    計 59 100.0 50 100.0

８．業況の回復時期 

補 足 調 査 

「売上高」「受注額」の“増加”“やや増加” 
「業況判断」の“かなり良い”“やや良い” 

前年同期との比較 
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 小売業の「売上高」では前年同期（回答数５３先） 

は“増加”“やや増加”の割合が２０.８％（１１先）

に対し、今期（回答数４９先）は１４.３％（７先）と

６.５ポイント減少となっています。 

 「業況判断」では“やや悪い”“かなり悪い”が５

８.４％（３１先）であったのに対し、今期は６５.

３％（３２先）と前年同期に比べ６.９ポイント増加と

なっています。 

小売業の業況改善に見通しが立たない事から、依然

として、地域内における個人消費の停滞感がうかがえ

ます。 

＜小売業＞    (先、％) 

売  上  高 業 況 判 断 
区  分 

19年4～6月 20年4～6月 
区 分 

19年4～6月 20年4～6月 

① 増     加 2 3.8 0 0.0 ①かなり良い 0 0.0 0 0.0

② や や 増 加 9 17.0 7 14.3 ② や や 良 い 5 9.4 3 6.1

③ 変  ら  ず 19 35.8 17 34.7 ③良くも悪くもない 17 32.1 14 28.6

④ や や 減 少 16 30.2 14 28.6 ④ や や 悪 い 19 35.8 21 42.9

⑤ 減     少 7 13.2 11 22.4 ⑤かなり悪い 12 22.6 11 22.4

合    計 53 100.0 49 100.0 合   計 53 100.0 49 100.0

 

 

「売上高」の“増加”“やや増加” 

「業況判断」の“やや悪い”“かなり悪い” 

前年同期との比較 
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岐阜八幡(郡上市)、高山の公共職業安定所のご協力を得て、有効求人倍率(学卒を除き

パートを含む)を掲載いたしております。 

岐阜八幡管内の５月の有効求人倍率は、０.７１倍で前月比０.０４ポイント減少、前

年同月比で０.０６ポイント減少となりました。新規求人数は１６３人、前年同月比２７

人減となりました。高山管内の５月の同倍率は０.８１倍で、前月比０.０１ポイント減

少、前年同月比０.２７ポイント減少となりました。新規求人数は８３２人、前年同月比

２０７人減となりました。 

また、全国および岐阜県の５月の有効求人倍率は、全国が前月比０.０１ポイント減少の

０.９２倍、岐阜県は前月比０.０３ポイント低下の１.１９倍となりました。 
 

有効求人倍率 ＝ 
月間有効求職者数

月間有効求人数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度別有効求人倍率 

区  分 H10年度 H11年度 H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18 年度 H19 年度
郡  上 1.10 1.29 1.25 1.06 0.93 0.94 0.97 1.33 1.18 1.19 
高  山 0.82 0.78 1.00 0.90 0.77 0.77 0.92 1.07 1.17 0.98 
岐阜県 0.76 0.74 0.89 0.78 0.74 0.84 1.07 1.21 1.39 1.35 
全  国 0.50 0.49 0.62 0.56 0.56 0.69 0.86 0.99 1.07 1.02 

有効求人倍率 

区  分 18.4 5 6 7 8 9 10 11 12 19.1 19.2 3
郡  上 0.85 0.83 0.89 0.90 0.89 1.30 1.62 1.54 1.40 1.29 1.43 1.18
高  山 1.11 1.11 1.14 1.16 1.27 1.27 1.32 1.30 1.19 1.03 1.07 1.07
岐阜県 1.34 1.36 1.39 1.40 1.41 1.40 1.39 1.44 1.45 1.40 1.37 1.34
全  国 1.04 1.06 1.07 1.09 1.08 1.08 1.07 1.07 1.07 1.06 1.05 1.03
 
区  分 19.4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
郡  上 0.84 0.77 0.89 0.90 1.09 1.43 1.68 1.48 1.41 1.34 1.38 1.12
高  山 1.09 1.08 1.06 1.04 1.06 1.02 1.05 0.98 0.93 0.82 0.79 0.86
岐阜県 1.38 1.36 1.39 1.40 1.33 1.35 1.35 1.38 1.42 1.42 1.24 1.23
全  国 1.05 1.06 1.07 1.07 1.06 1.05 1.02 0.99 0.98 0.98 0.97 0.95
 
区  分 20.4 5 
郡  上 0.75 0.71
高  山 0.82 0.81
岐阜県 1.22 1.19
全  国 0.93 0.92 

有効求人倍率について 

有効求人倍率の推移
(月別）
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